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本論文は､気候安定化シナリオを費用便益分析の観点から定量的に評価することを目的とし､経
済モデルと気候モデルから構成される動的最適化モデルを用いた様々な政策シミュレーションを行
うことによって､気候安定化シナリオの経済的評価を行った｡
近年､世界各地で異常気象の頻度が増大していることから､気候変動の影響への関心が高まって
いる｡また､ 2007年にはIPCC (気候変動に関する政府間パネル: Intergovernmental Panel on
climate Change)とゴア元アメリカ副大統領がノーベル平和賞を受賞したことからも世界中で関
心が高いことが窺い知ることができる｡気候変動枠組み条約(UNFCcc : United Nations
Framework Convention on Climate Change)の第2条においては｢気候系に対して､危険な
人為的干渉を及ぼすこととならない水準において､大気中の温室効果ガスの濃度を安定化すること
を究極的な目標とする｣としており､各地で気候安定化に向けた国際的な取組みが行われている｡
しかしながら､このように気候安定化に向けた国際的な取組みは多いものの､気候安定化のための
具体的な数値に関する国際的なコンセンサスは取れておらず､温暖化の危険な水準や温室効果ガス
の安定化濃度の定量化に議論の焦点が集まっている｡つまり､具体的な数値はどのくらいなのか､
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あるいは､どのように具体的に安定化するのか､といった定量化と具体的な方策の提示に注目が集
まっている｡このような背景を踏まえて､本論文は気候安定化のための政策シナリオを費用便益分
析の観点から定量的に評価することを目的とする｡
第2章では､温暖化対策の経済的影響を評価する研究分野において用いられる数々の統合評価モ
デルを分析対象の観点から分類し､経済学的視点から分析を行う政策最適化型モデルに絞って詳細
にまとめた｡次に､地球温暖化問題は超長期に渡る問題であることから､経済モデルを用いた評価
では将来の温室効果ガス削減政策による費用や気候変動の影響による被害費用を如何に見積もるか
ということが重要となる｡それゆえ､割引率の設定が様々な政策の推定結果に影響を及ぼすため､
割引率の理論的導出及び結果への影響に関して整理した｡さらに､気候変動による被害費用や気候
変動対策の費用に関して､それらの考え方や計測方法を概説するとともに､様々な既存研究の経済
的評価を取りまとめた｡
第3章では､全球を対象とした内生的経済成長モデルを用いて､温暖化による将来のリスクを定
量的に評価するために､数値解析によって市場経済と社会的最適における長期均衡解の性質を分析
した｡ここでは､まず競争経済と社会的最適の動学体系を理論的に導出し､温暖化のような外部性
が存在する場合､ 2つの動学体系は異なるものの､最適課税政策によってこれら2つの動学体系が
一致することを確認した｡次に､ここで構築したカタストロフ･リスクを組み込んだ内生的経済成
長モデルを用いて､気温変化に伴うカタストロフ･リスクが競争経済及び社会的最適の長期均衡解
に如何なる影響を及ぼすかということを数値シミュレーションを用いて分析を行った｡競争経済に
おけるカタストロフ･リスクの存在は､均衡解が単一もしくは複数存在するかについては影響を及
ぼさないものの､資本･消費割合と経済の成長率に影響を及ぼすことが示された｡これはカタスト
ロフ･リスクが存在する場合､気温上昇に伴う効用および生産への直接的被害だけでなく､効用の
割引を通じて間接的にも成長率へ影響を及ぼすことに起因すると考えられる｡排出税の感度分析を
用いた厚生評価では､均衡での地表平均気温が産業革命前の水準と等しくなるような排出税が最適
な水準となり､排出税の変化は必ずしも厚生の改善をもたらさないことが示された｡社会的最適か
ら導かれる最適排出税率は､均衡気温が産業革命前の水準と同程度になるような水準であることが
示されたが､この結果は現在議論されている平均気温2.0℃安定化やCO2濃度450ppm安定化より
厳しい排出税を意味している｡
第4章では､多地域動的最適化モデルであるRICEモデルを修正したRICE_CBモデルを用い
て､純粋時間選好率と限界効用の弾力性に関する感度分析を行い､ Stern Reviewの主張する｢緊
急かつ急激なGHG削減｣を検証した｡その結果､割引率の感度分析からは①限界効用弾性値､消
費の成長率がそれぞれ一定である場合､より小さな純粋時間選好率は小さな割引率を導くため､
stern Reviewの主張する｢緊急かつ急激なGHG削減｣が小さい時間選好率に依存した結果の1
つであること､ ②限界効用弾性値が同じである場合､純粋時間選好率の選択は消費の成長率もしく
は資本収益率に依存するため､現実データに合わない低い時間選好率を設定したStern Reviewの
｢緊急かつ急激なGHG削減｣の主張は､気候変動安定化政策を保証するものではないこと､ ③割
経　8
引率が3%から4%となるような純粋時間選好率と限界効用弾性値の組合わせが妥当であることを
明らかにした｡次に､異なる純粋時間選好率と限界効用弾性値の組み合わせを用いた3つのケース
に関して､全球を対象とした気候安定化政策シナリオの費用便益分析を行った｡その結果､ ①全て
のケースに共通して､世界全体で費用便益比が1.0を超えるシナリオは最適化シナリオのみであり､
これはRICE_CBモデルに温暖化対策に関する具体的な費用を明示的に組み込んでいないことが
原因であると考えられること､ ②3%から4%の割引率を用いた場合､技術水準が低い現在は急激
な排出削減を行わず､将来技術が十分進歩した上で排出削減を行うことが望ましいという従来の結
果と一致すること､ ③Stern Reviewと同じ想定した場合､極めて小さい割引率を設定したが故に､
現在の急激なCO2排出削減が最適であるという結果と一致することが示された｡そして､最後に
同様の気候安定化政策シナリオを日本に適用することにより､日本の今後の温暖化対策のあり方に
関して考察した｡日本の場合､全てのケースにおいて最適化シナリオ以外に経済効率的なシナリオ
が存在するものの､日本は相対的にCO2削減ポテンシャルが小さいと考えられるため､国内での
CO2削減を積極的に実施するよりも､技術的に劣ると考えられる地域に対してCDMや技術移転
といった手段を用いてCO2削減を実施する方が効率的であると考えられることが示された｡一方､
日本以外の他地域を見ると､ヨーロッパや高所得地域といった先進国地域では､日本同様に最適化
シナリオ以外に経済効率的なシナリオが存在するのに対して､途上国地域は最適化シナリオ以外全
て非効率であることが示された｡これは､先進国地域は温暖化による被害が小さく､相対的に緩い
制約条件の気候安定化シナリオならば､温暖化抑制のための費用も相対的に小さいことに対して､
途上国地域は温暖化抑制による便益が相対的に大きいものの､温暖化抑制のための費用がそれ以上
に大きいことに起因すると考えられる｡
第5章では､科学的不確実性を有する状況下において､でき得る限り合理的な意思決定を行うた
めに前章で構築したRICEーCBモデルを用いたシミュレーション分析により気候安定化シナリオ
の選択に意思決定基準を適用することを試みた｡ここではいくつかのシナリオと代替案を作成する
ために､適応策及び異時点間の公平性の要因を考慮した｡ここで､適応策とは温暖化被害あるいは
災害から現状の水準を守ることを想定した防護水準維持シナリオを適応策と考え､一方で適応策な
しのシナリオでは温暖化被等のストック効果により年率10%だけ資本が減少するとした｡また､異
時点間の公平性は前章で行った純粋時間選好率と限界効用弾性値の組み合わせによって､想定した｡
このような前提の下で､全球を対象とした気候安定化シナリオでは､いずれの意思決定基準を用い
たとしても､本研究の分析結果からはCO2濃度650ppmが採択されることとなった｡一方､日本
を対象とした気候安定化シナリオにおいても全球対象とした分析同様に､代替案650ppmシナリオ
が採択される結果となったが､最も悲観的な立場である意界決定基準やより悲観的な立場を取る意
思決定基準においては､代替案CO2550ppmが選択される｡現在､日本政府が提唱する2050年時
点でのGHGの50%削減は､ CO2濃度換算で350ppm～450ppmに相当するため､極めて厳しい政
策であることが示された｡しかしながら､意思決定基準そのものを選択するための決定原理は存在
せず､直面している問題に最も相応しい基準を選択する以外ないものの､温暖化の危険な水準を設
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定するためのGHGs安定化濃度を決定するためには､不確実性に加えて温暖化が有する不可逆性､
越境性･蓄積性および非選択性を有することを考慮すれば､予防原則を前提とした意思決定基準を
選択しなければならないことが分かる｡
第6章では､今後のモデルの拡張のために理論面からの改善案の提示を試みた｡まず､温暖化問
題が超長期という特徴を持つことから､ノ生産要素としての資本や労働はともに流動的であると考え
ることができるため､生産要素の地域間移動モデルを提示した｡地域間資本移動モデルは､資本の
移動を新規投資として捉え､資本レントの代わりに温暖化被害の逆数を配分要因として考慮した
Logitモデルを用いて､新規投資の配分を定式化した｡しかしながら､前章で示したように環境技
術の高い日本は温室効果ガス排出削減のポテンシャルが低いため､国内での排出削減より技術水準
が低い地域において排出削減を行う方が効率的であると考えられる｡与れらの状況を踏まえると､
温暖化被害が少ない地域へより多い投資を行う､つまりリスクの少ない地域での生産活動を行うと
いう短期的な目標だけでなく､環境技術の低い国がある程度の水準に達するまでは積極的に投資を
行うことも長期的な視点からは十分考え得ることである｡一方､人口移動モデルは効用水準及び温
暖化被害の程度を移動する際の判断要因とした重力モデルを提案している｡次に､これまでの費用
便益分析における各要因の定義を見直すことによって､社会的純便益と等価的偏差との関係からマ
クロ経済モデルにおける費用便益分析を提示した｡これによって､等価的偏差を福祉効果､所得効
果､投資の変化分にそれぞれ分割し計測できることを明らかにした｡
以上のことから本論文の結論は､現在議論されている気温変化2.0℃安定化､ CO2濃度450ppm
安定化､ 2050年GHG排出量半減といった気候安定化政策は､全球を対象とした場合､費用便益分
析の観点から最適化シナリオ以外経済効率的ではないと言える｡また､内生的経済成長モデルの結
果からも､極めて厳しい最適排出税が導かれた｡一方､日本を対象とした場合､最適化シナリオ以
外に経済効率的なシナリオがいくつか存在し､また排出削減ポテンシャルが小さいことから､国内
よりも環境技術の低い地域への技術移転などによって削減を行った方が経済効率的であることが示
された｡このように気候安定化のためには大きな費用を要するため､今後の気候安定化政策におい
て､経済理論に基づいた費用便益分析が必要である｡
論文審査結果の要旨
本論文は､気候安定化シナリオを費用便益分析の観点から定量的に評価することを目的とし､経
済モデルと気候モデルから構成される動的最適化モデルを用いた様々な政策シミュレーションを行
うことによって､気候安定化シナリオの経済的評価を行ったものである｡本論文は､序論および結
論を含め､全体が7章から構成されている｡
第1章では､近年の地球温暖化対策に関する関心が高まる中､ IPCC (気候変動に関する政府間
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パネル: Intergovernmental Panel on Climate Change)および気候変動枠組み条約(UNFCCC :
United Nations Framework Convention on Climate Change)等の国際的な取組みを概観し､
本論文の目的を明確に位置付けている｡
第2章では､温暖化対策の経済的影響を評価する研究分野において用いられる数々の統合評価モ
デルを分析対象の観点から分類し､経済学的視点から分析を行う政策最適化型モデルに絞って詳細
にレビューしている｡
第3章では､全球を対象とした内生的経済成長モデルを用いて､温暖化による将来のリスクを定
量的に評価するために､数値解析によって市場経済と社会的最適における長期均衡解の性質が分析
されている｡ここでは､まず競争経済と社会的最適の動学体系を理論的に導出し､温暖化のような
外部性が存在する場合､ 2つの動学体系は異なるものの､最適課税政策によってこれら2つの動学
体系が一致することが確認されている｡次に､ここで構築したカタストロフ･リスクを組み込んだ
内生的経済成長モデルを用いて､気温変化に伴うカタストロフ･リスクが競争経済及び社会的最適
の長期均衡解に如何なる影響を及ぼすかということを数値シミュレーションが実行されており､競
争経済におけるカタストロフ･リスクの存在は､均衡解が単一もしくは複数存在するかについては
影響を及ぼさないものの､資本･消費割合と経済の成長率に影響を及ぼすことが示されている｡こ
のことは､カタストロフ･リスクが存在する場合､気温上昇に伴う効用および生産への直接的被害
のみならず､効用の割引を通じて間接的にも成長率へ影響を及ぼすことに起因すると指摘している｡
さらに､排出税の感度分析を用いた厚生評価では､均衡での地表平均気温が産業革命前の水準と等
しくなるような排出税が最適な水準となり､排出税の変化は必ずしも厚生の改善をもたらさないこ
とを示している｡
第4章では､多地域動的最適化モデルであるRICEモデルを修正したRICE_CBモデルを用い
て､純粋時間選好率と限界効用の弾力性に関する感度分析を行い､ Stern Reviewの主張する｢緊
急かつ急激なGHG削減｣を検証している｡その結果､割引率の感度分析からは①限界効用弾性値､
消費の成長率がそれぞれ一定である場合､より小さな純粋時間選好率は小さな割引率を導くため､
Stern Reviewの主張する｢緊急かつ急激なGHG削減｣が小さい時間選好率に依存した結果の1
っであること､ ②限界効用弾性値が同じである場合､純粋時間選好率の選択は消費の成長垂もしく
は資本収益率に依存するため､現実データに合わない低い時間選好率を設定したStern Reviewの
｢緊急かつ急激なGHG削減｣の主張は､気候変動安定化政策を保証するものではないこと､ ⑨割
引率が3%から4%となるような純粋時間選好率と限界効用弾性値の組み合わせが妥当であること
が明らかにされている｡
第5章では､科学的不確実性を有する状況下において､ーでき得る限り合理的な意思決定を行うた
めに前章で構築したRICE_CBモデルを用いたシミュレーション分析により気候安定化シナリオ
の選択に意思決定基準を適用することが試みられている｡この結果､意思決定基準そのものを選択
するための決定原理は存在せず､直面している問題に最も相応しい基準を選択する以外ないものの､
温暖化の危険な水準を設定するためのGHGs安定化濃度を決定するためには､不確実性に加えて
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温暖化が有する不可逆性､越境性･蓄積性および非選択性を有することを考慮すれば､予防原則を
前提とした意思決定基準を選択しなければならないことを明らかにした｡
第6章では､今後のモデルの拡張のために理論面からの改善案の提示が試みられている｡すなわ
ち､これまでの費用便益分析における各要因の定義を検討することによって､社会的純便益と等価
的偏差との関係からマクロ経済モデルにノおける費用便益分析の概念が提示されている｡このことに
より､等価的偏差を福祉効果､所得効果､投資の変化分にそれぞれ分割し計測できることが明らか
にされている｡
最後に､第7章では､現在議論されている2050年GHG排出量半減といった気候安定化政策は､
全球を対象とした場合､費用便益分析の観点から最適化シナリオ以外経済効率的ではないと結論付
けられている｡一方､日本を対象とした場合､最適化シナリオ以外に経済効率的なシナリオがいく
つか存在し､また排出削減ポテンシャルが小さいことから､国内よりも環境技術の低い地域への技
術移転などによって削減を行った方が経済効率的であることを提言している｡
以上､本論文は､我が国における地球温暖化対策に関する諸施策を検討するにあたり､極めて重
要な知見を与えていることから､博士(経済学)の学位を授与する｡
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